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Ⅰ 序

近年，国際的な競争圧力とそれに伴う規制緩和の影響により，企業の合併・統合や資

本提携など，様々な産業分野で組織の再編成が盛んであ
1

る。こうした動きが活発な製造

業として，製紙業があげられる。製紙業界では，1990年代に大規模な水平合併が繰り

返され，生産の寡占化が進展している。製造業に占める製紙業の地位は，製品出荷額で

見れば 3％程度であるが，製紙業の主たる製品は，新聞・印刷・衛生用紙となる「洋

紙」と，包装用や加工用の「板紙」に区分され，産業用・家庭用として日常の経済活動

に多大な影響を及ぼしてい
2

る。また技術的には，製紙業は典型的な装置型産業であるう

えに，パルプや古紙という共通した原料から，洋紙と板紙を主とした多様な財を生産す

るという特徴がある。つまり，大規模生産の効率性を表す「規模の経済性（Economies

of Scale）」と，複数財生産における「範囲の経済性（Economies of Scope）」が重要な意

味を持つ産業であると考えられる。本稿では製紙業界におけるダイナミックな構造変化

に注目し，規模の拡大と複数財生産の効率性について，規模の経済性・範囲の経済性の

視点で検証を試みる。

────────────
＊本稿作成の貴重な機会を得たことにとどまらず，二村重博教授には同志社大学商学部在学中よりひとかた
ならぬご指導を賜りました。ここに記して感謝します。なお，本稿においてあり得べき誤謬は，すべて筆
者の責任です（本稿は 2004年度松山大学特別助成成果研究の一部である）。

１ 近年の合併動向については，上田［15］など参照。
２ 紙製品の分類や，製品の生産過程については，日本製紙連合会のホームページで詳しく紹介されてい
る。

１００（ 492 ）



Ⅱ 規模と範囲の経済性に関する先行研究

規模と範囲の経済性に関する先行研究では，生産関数から双対定理によって導出され

るフレキシブルな費用関数を特定化し，その係数値を推定することによって検証が行わ

れている。多くのケースでは，Christensen et. al.［4］で提示されたトランスログ型の費

用関数が仮定されているが，より一般的でフレキシブルな費用関数を用いた研究も進め

られてき
3

た。このような方法を用いた欧米の先駆的な実証研究をあげれば，鉄道産業を

扱った Caves et. al.［3］や，電気通信業では Fuss and Waverman［6］がある。しかし，

過去の実証分析の多くは金融業を対象としており，Murray and White［8］や Gilligan et.

al.［7］などを嚆矢として，その後，数多くの銀行・保険・証券業務に関する実証研究

の成果が積み重ねられてい
4

る。

日本を対象とした実証研究でも，やはり金融業が大半を占めている。我が国で初め

て，銀行業についてトランスログ費用関数を用いた研究となる首藤［30］では，規模の

経済性の存在は確認されるが，貸出業務とその他業務の間での範囲の経済性は認められ

ていない。これに続く粕谷［18］や Tachibanaki et. al.［11］の研究でも，規模の経済性

は認められるが，範囲の経済性は，銀行の貸出と証券業務の間に一部の期間でしか見出

されていない。しかし，銀行業における複数業務間での情報のやりとりが，範囲の経済

性の発生要因であるとして，その実証を試みた中島［36］の研究や，平成元年度の経済

白書に掲載された経済企画庁［29］による計測，また木下・太田［26］による検証で

は，貸出業務とその他業務との間での範囲の経済性が概ね見出されている。さらに宮崎

［42］ではボックス・コックス型の 3種類の費用関数について，多種類の変数をディビ

ジア指数で加工し，これを用いて規模と範囲の経済性を検討している。その結果，範囲

の経済性は確認されるが，大域的には費用の劣加法性は成立せず，規模が大きな都銀で

は範囲の経済性は大きいが規模の不経済が見られ，規模の小さい銀行ほど範囲の経済性

は小さいが規模の経済性は大きいという興味深い結果が確認されている。

信用金庫を分析対象とした広田・筒井［40］では，貸出・証券・預金業務間に，収入

面での範囲の経済性が存在することを検証し，また宮越［40］では都心部の信用金庫で

範囲の経済性が検出されている。さらに信託銀行を対象とした片桐［20］や宇佐見

［17］では，貸出と信託業務の間に範囲の経済性が確認されているほか，新庄・播磨谷

────────────
３ より一般的な費用関数としては，ミンフレックス型，ボックス・コックス型，レオンティエフ型などが
例としてあげられるが，その定式化の詳細については河西［22］59ページなど参照。

４ 本稿では先行研究の計測モデルや分析期間など詳しい内容には触れないが，過去のアメリカの銀行業に
おける範囲の経済性については河西［22］でサーベイされており，日本の実証研究については，晝間
［39］や井口［13］で詳しくまとめられている。

日本の製紙業における規模と範囲の経済性（上田） （ 493 ）１０１



［31］では，よりフレキシブルな費用関数を用いて範囲の経済性が検証されてい
5

る。

また生命保険業を対象とした研究では，経済企画庁［29］や高橋［34］で範囲の経済

性が認められているものの，筒井他［35］では，保険業務と資産運用業務について，費

用面の範囲の経済性は認められず，収入面の範囲の経済性が確認されている。さらに北

坂［23］では，コストシェア式とトランスログ費用関数との SUR（見せかけの相関）

法による連立方程式体系による計測により，保険業務と資産運用業務に関する規模と範

囲の経済性が確認されている。また北坂［25］では，動学的要素需要の枠組みでモデル

を構築し，GMM（一般化積率法）による連立方程式体系による計測が試みられている。

近年では，金融業以外の産業に関する規模と範囲の経済性の実証研究も活発であり，

桑原［28］や高田・茂野［33］では水道事業に関する規模の経済性が確認され，中山

［38］では家庭用とその他用途の水道事業において，条件付きながら範囲の経済性が認

められている。また，桑原・依田［27］では，電力事業について発電と送電における規

模と範囲の経済性が確認され，通信事業に関する浅井［12］の研究では，NTT の電話

サービスと専用回線サービスに関する規模と範囲の経済性が認められている。さらに和

田・角田・根本［44］は，郵政事業について通常の郵便物と小包郵便における規模と範

囲の経済性の存在を肯定している。

このように，過去の規模と範囲の経済性に関する実証研究の多くは銀行・保険などの

金融業，あるいは電力・鉄道・通信・水道などの公益性の強い産業が対象となってい

る。その理由は，これらの産業は主として規制産業であるため，規制緩和によって業務

が自由化された場合，企業結合による寡占化の弊害が懸念される一方で，規模の拡大や

複数業務の兼務による費用節約効果が，政策当局にとっての重要な関心事となるからで

ある。しかし近年では，企業結合規制の緩和と相俟って，あらゆる製造業において，合

併・統合による産業組織の再編成が進展している。したがって，様々な分野で規模と範

囲の経済性を検討することは，合併の成果を検証する意味でも大いに有意義な政策的な

いし戦略的なインプリケーションを生み出すはずである。

こうした観点から，本稿では製紙業に関する規模と範囲の経済性について，費用関数

を用いたアプローチで検証する。これまで製紙業を対象とした費用分析については，高

瀬［32］がトランスログ費用関数から導出された要素需要関数を動学的に定式化し，パ

ネルデータを用いて，要素の代替性，技術の相似性について検討している。その結果，

製紙業など投入要素の調整に遅れが生じるような装置産業では，費用関数の動学的定式

化が経済理論に整合的であるとの結論を得ている。また，製紙業に関する規模と範囲の

────────────
５ 新庄・播磨谷［31］はトランスログ型よりもさらに一般的なフリエー型費用関数での計測を試みている
が，その結果，トランスログ型の計測よりもフリエー型での計測結果の方が推定値は小さいことから，
従来のトランスログ型での計測が規模と範囲の経済性を過大評価している可能性を指摘している。
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経済性をトランスログ費用関数によって計測したものに加藤・吉田［21］があるが，そ

こでは「洋紙・板紙」と「紙加工品」との範囲の経済性について検証が行われている。

しかし，範囲の経済性の検討を行うのであれば，共通の原材料からなる「洋紙」と「板

紙」という，主たる 2つの生産財の間で範囲の経済性を検討すべきであろう。これまで

そのような実証研究は行われていない。そこで，本稿では製紙業の主たる製品である

「洋紙」と「板紙」を生産財に取り上げ，規模の経済性と範囲の経済性の検証を試み

る。

Ⅲ 製紙業界の再編

規模と範囲の実証分析を行う前に，製紙業の実態を記述統計によって把握しておこ

う。日本は世界でも有数の紙生産・消費国であり，2005年現在，生産量は，アメリカ

・中国に次いで第 3位，国民一人あたりの消費量はフィンランド・アメリカ・スウェー

デンに次いで世界第 4位となっている。また製紙業の生産物を大別すると，新聞用紙・

印刷情報用紙に使用される洋紙と，段ボール原紙などの板紙に区分される。紙の生産量

のうち，およそ 60％が洋紙，40％が板紙となってい
6

る。

近年の需要動向をみると，1980年代後半から 1990年代の初頭までは，内需拡大を背

景に印刷用紙などの需要も好調であったが，1991年のバブル崩壊を契機とした消費の

低迷により，洋紙需要だけでなく梱包用の板紙需要も激減した。1995年から 1997年ま

では情報用紙，広告・出版用紙などの国内需要は堅調であったが，1998年には需要不

振から再び市場は低迷した。しかし 2000年以降は情報通信関連の需要回復を受けて状

況は大きく好転している。

輸出入を見ると，輸出は 1990年代後半までは 3％前後，1990年代後半には 4％弱と

────────────
６ これら資料の詳細については，日本製紙連合会ホームページを参照。

図 1 国内出荷量
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なっており，近年では東南アジア・中国市場向けを中心に伸びている。輸入量は近年増

加しているものの，国内出荷量に対する輸入の割合は，洋紙で 2％前後，板紙において

は 1％以下であり，製紙業は典型的な内需型産業であるといえる。

ここで製紙産業の市場構造を追ってみよう。日本の製紙業界は，これまで頻繁に合併

を繰り返してきた産業である。日本初の洋紙会社となる「沙紙会社」は，1873年（明

治六年）に渋沢栄一により創業され，1893年には王子製紙と社名を変更した。以後，

王子製紙は工場の買収や合併を繰り返し，第二次大戦前には，洋紙業界で 80％以上の

生産シェアを占めるに至った。しかし戦後 1949年には「過度経済力集中排除法」によ

り，苫小牧製紙，本州製紙，十条製紙に分割された。

その後，苫小牧製紙は 1960年に他社との合併を期に王子製紙と改名し，数社との合

併を経験した後，1993年 10月には神崎製紙と合併し，新王子製紙となった。また本州

製紙も 1980年代には他社との合併を繰り返したが，1996年 10月，新王子製紙との合

併で，「王子製紙」の社名が復活した。

十條製紙もその後数回の合併を行っているが，1992年 3月には東北製紙を完全子会

社化，1993年 4月には山陽国策パルプと合併し，日本製紙と改名した。さらに日本製

紙は 2001年 4月，大昭和製紙と統合し，子会社，関連会社を含めた日本ユニパックホ

ールディングを設立，2004年 10月には「日本製紙グループ本社」と商号を変更した。

図 2 輸出量の推移

図 3 輸入量の推移
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2005年現在，洋紙生産の市場シェアは，日本製紙が 30％，王子製紙が 25％で，ほぼ 2

強体制が確立している。それに続く勢力として大王製紙が 10％ほどのシェアを有し，

さらに三菱製紙，北越製紙，中越パルプ，丸住製紙が，それぞれ 5％前後のシェアとな

っている。

一方，板紙業界でも長年供給過剰の状態が続いていたが，1997年 10月には日本紙業

と十條板紙が合併して日本板紙が設立されたのを契機に，1999年 4月には業界大手の

レンゴーとセッツが合併，同年 10月には高崎製紙と三興製紙が合併し，板紙業界の再

編が加速した。その後，2001年 4月には，日本板紙，大昭和製紙，東北製紙の 3社協

同出資による共販会社が設立され，2003年 4月にはこれが日本大昭和板紙に発展して

いる。

また，2002年 10月には，王子製紙グループの傘下にあった高崎三興，中央板紙，北

陽製紙らが王子板紙として統合されたほか，2005年には王子製紙が段ボール専業の森

紙業を買収した。このように，板紙業界においても段ボール事業の一貫体制が急速に進

められており，その結果，2004年度の板紙生産における市場占有率を見ると，王子製

紙グループが 30％，レンゴーが 20％弱，日本製紙グループが 15％，大王製紙が 10％

程度のシェアとなっている。

こうした業界再編による市場構造の変化を紙・板紙を合わせたハーフィンダール指数

（HI）の動きで見ると，1993年の十條／山陽国策と王子／神崎合併時にはやや上昇が見

図 4 製紙業界再編の流れ

売は 2005年 3月期の連結売上高を表す
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られるが，1996年の新王子／本州合併時には市場集中度が大きく上昇しており，1999

年の板紙業界におけるレンゴー／セッツと高崎／三興の合併時にも微増している。その

後，2002年にやや低下するが，翌年には板紙業界の再編を反映して集中度は再び上昇

す
7

る。

そもそも典型的な装置産業である製紙業界における再編の動きの背景には，原料調達

や生産および販売における一元化による「規模の経済性」の発揮，さらには洋紙・板紙

部門の統合による「範囲の経済性」の機能があると考えられ
8

る。しかし，大手 2強グル

ープの合併動向で注目すべきは，洋紙部門と板紙部門がいったんは統合されるが，その

後切り離されて別会社が設立されている事実である。他方，これら大手 2強グループに

続く大王製紙は，洋紙で業界第 3位，板紙で第 4位の地位にあり，コスト競争力で独自

の路線を歩んでいる。また三菱製紙は北越製紙と 2000年に資本提携を行っているがそ

の後解消，中越パルプ工業との合併話も破談となり，目下合理化対策による体質改善が

続いている。

このような製紙業の現状を踏まえ，以下では製紙業界における規模の経済性と範囲の

経済性の検証を試みるため，理論的な背景を展開し計測方法を提示する。

Ⅳ 規模の経済性と範囲の経済性の概念

まず分析で用いる費用関数を示す。いま生産物 i の生産量を yi（i＝1，…，m），投入

要素 k の価格を wk（k＝1，…，n）とすれば，n 種類の投入要素を用いて m 種類の生産

物を産出する企業の費用関数は次のように表され
9

る。

────────────
７ ハーフィンダール指数（HI）は『紙・板紙統計年報』に掲載されたデータにより各企業のシェアを求
めて計算している。

８ 規模の経済性と範囲の経済性の概念については，次章で詳しく展開する。
９ 実証分析において生産関数ではなく費用関数が用いられることが多いのは，明らかな上方トレンドを持
つ数量変数を説明変数に用いるのではなく，比較的変動のある価格変数を説明変数に取り入れることに
よって，多重共線性を軽減できるからである。この点については北坂［24］95ページ参照。

図 5 ハーフィンダール指数の推移
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C＝C（y1, y2，…，ym ; w1, w2…，wn） （1）

この費用関数における規模の経済性は，生産物の変化率に対する費用の変化率で定義

される。すなわち，規模の経済性の尺度を規模の弾力性 SCL で定義すれば，

SCL≡
m�

i＝1

∂lnC
∂lnyi

＝
m�

i＝1

∂C
∂yi／ C（y1, y2…ym）

yi
（2）

と示すことができ，限界費用と平均費用の比率で表すことができる。SCL＜1であれ

ば，生産量の変化率に比べて費用の変化率は小さく，規模の経済性が働いていることに

なる。また，SCL＞1であれば規模の不経済となり，SCL＝0であれば規模に関して収

穫不変となる。

次に，範囲の経済性の概念を取り上げる。範囲の経済性という言葉は Panzar and Willng

［10］で登場し，Baumol et. al.［2］で再定義されている。これによると，範囲の経済性

とは，複数の財をそれぞれ別の企業で生産したときの総費用よりも，1企業が複数財を

まとめて生産したときの総費用の方が小さい状況を示
10

す。費用関数を用いて範囲の経済

性を表現すれば，次のようになる。

C（y1, 0，…，0）＋…C（0, 0，…，ym）＞C（y1, y2，…，ym） （3）

あるいは，費用節約の割合で示した範囲の経済性指標として書き換えれば，

SCP≡［C（y1, 0，…，0）＋…C（0, 0，…，ym）］／C（y1, y2，…，ym） （4）

となる。SCP の値が正であれば，範囲の経済性が働くことになる。しかしながら，（4）

式を実証するためには，生産量が 0であるときのデータが必要となるため，外挿テスト

などの方法をとらねばならない。そのため，先行研究のほとんどが，範囲の経済性の十

分条件となる「費用の補完性」という概念を用いて，範囲の経済性の有無を検証してい

る。費用の補完性とは，ある生産物の限界費用が，他の生産物の生産量増加につれて減

少する場合，「費用補完的」であるといい，生産物が 2種類の場合には次のように表現

でき
11

る。

────────────
１０ Baumol et. al.［2］pp. 71−75参照。
１１ 生産物が 3種類以上のケースでは，すべての生産物の組について∂2C ／∂yi∂yj≦0が成立し，かつそのう

ち少なくともひとつの組み合わせについて，厳密な不等関係が成立することが十分条件となる。したが
って，ある財の組み合わせについては費用補完的であっても，別の組み合わせについては補完性がない
場合，全体として範囲の経済性の存在が確定できないことがある。また範囲の経済性が大きいほど，�

日本の製紙業における規模と範囲の経済性（上田） （ 499 ）１０７



∂2C
∂yi∂yj

＜0 i≠j （5）

こうした規模の経済性や範囲の経済性について，多くの実証分析では費用関数を特定

化することによって推計されている。ここでは，費用関数トランスログ型に特定化した

検証を試みる。（1）式の費用関数をテーラー展開し，任意の点でトランスログ型費用関

数に近似すると，次のように表すことができる。

lnC＝α 0＋
m�

i＝1
α i lnyi＋

n�
k＝1

β k lnwk＋ 1
2

m�
i＝1

m�
j＝1

γij lnyi・lnyj

＋
m�

i＝1

n�
k＝1

θ ik lnyi・lnwk＋ 1
2

n�
k＝1

n�
h＝1

φkh lnwk・lnwh （6）

ただし，この費用関数が適切（well-behaved）な性質を持つためには，次の条件を満た

さなければならな
12

い。

衢）交差項の対称性：γij＝γji, φij＝φji

衫）投入要素価格（w）の一次同時性：
�

β k＝1,
�

φkh＝0,
�

θ ik＝0

袁）要素価格および産出量に関する限界費用の単調性：

∂C ／∂wk＝β k＋
�

kφkhlnwk＋θ ik

�
ilnyi＞0

∂C ／∂yi＝α i＋
�

iγijlnyi＋θ ik

�
klnwk＞0

衾）投入要素価格の凹性：生産要素価格の 2階偏微係数（∂2C ／∂wk∂wh）の縁付きヘ

ッセ行列が半負値定符号であること

検証の際には，これらの条件のうち，衢）と衫）については，推計式に直接制約条件

を加味した計測を行い，袁）と衾）については，事後的に計測結果から条件が満たされ

ているかどうか判断される。トランスログ費用関数における全生産物に関する規模弾力

値 SCL は，

SCL＝
�

i（∂lnC∂lnyi）＝
�

i（α i＋
�

γijlnyi＋
�

θ iklnwk） （7）

と表すことができ，SCL＜1であれば規模の経済性が存在することになる。この SCL

をトランスログ関数の近似点（lnyi＝0, lnwk＝0）で評価し，規模の経済性の指標を SCALE

────────────
� 全生産物の規模の経済性は大きくなるが，個別生産物の規模の経済性が存在しなくても，範囲の経済性
が十分に大きければ，規模の経済性が存在しうる。詳細は粕谷［19］54ページや河西［22］11−12ペ
ージ参照。

１２ 詳しくは粕谷［19］89−91ページを参照。
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と書けば，

SCALE＝
�

iα i （8）

とな
13

る。また，範囲の経済性を測る費用の補完性の条件をトランスログ型費用関数から

求めると，次のようになる。

∂2C
∂yi∂yj

＝（ C
yiyj）・

┌
│
└
（ ∂2lnC
∂lnyi∂lnyj）＋（∂lnC∂lnyi）・（∂lnC∂lnyj）

┐
│
┘

＝（ C
yiyj）・［γij＋（α i＋

�
γ lnyi＋

�
θ iklnwk）・（α i＋

�
γijlnyj＋

�
θ iklnwk）］ ＜0 （9）

（9）式の［ ］部分を SCOPE と書くと，C ／（yiyj）は正であるから，SCOPE＜0なら

ば，生産物 i と生産物 j の間に範囲の経済性が働くことになる。この SCOPE をトラン

スログ型関数の近似点（lnyi＝0, lnwk＝0）で評価すれば

SCOPE＝γij＋α i・α j （10）

となる。こうした指標をもとに，次章では製紙業における範囲の経済性と規模の経済性

を検証する。

Ⅴ 規模と範囲の経済性の計測

これまで展開した計測方法をもとに，製紙業を対象とした規模と範囲の経済性の検証

を試みる。分析期間は 1978年度から 2004年度までの 27年間とし，分析対象とする製

紙企業は，分析期間において洋紙と板紙をともに生産する上場企業であり，かつ，当該

期間の紙・板紙統計年報に掲載されている市場占有率で，上位 25社にランキングされ

た企業をサンプルとする。こうして選ばれた企業は，本州製紙，山陽国策パルプ，大昭

和製紙，大王製紙，三菱製紙，北越製紙，中越パルプ，東海パルプの 8社である。この

中には計測期間の途中で合併した本州製紙，山陽国策パルプ，大昭和製紙の 3企業も含

まれるが，産業全体の計測を行う際には，これら企業の合併後のデータは欠損値として

取り扱ってい
14

る。
────────────
１３ トランスログの近似点には平均値がよく用いられ，説明変数は平均値からの乖離をとることが多い。な

お近似点が変数ごとに異なってもかまわないことは，広田・筒井［40］141ページなど参照。
１４ 本稿の分析では，被合併企業をサンプルに含め産業全体の計測結果を提示しているが，これらを含めな

い計測でもほぼ同様の結果が得られている。また上位 2強の王子製紙グループ，日本製紙グループにつ
いてはサンプルとしていない。その理由は，王子製紙については高崎三興の吸収まで板紙生産のシェ�
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インプットとアウトプットのデータは，次の通りである。まず 2種類のアウトプット

には，紙・板紙統計年報から得られる洋紙の生産量（トン）を y1，板紙の生産量（ト

ン）を y2として用いる。また，インプットとしての生産要素は，労働（L），原材料

（M），資本設備（K）の 3種類とする。それぞれのデータの出所は日経 NEEDS 財務デ

ータであり，労働（L）は従業員数，原材料（M）は原材料費を製品原材料価格指数

（以下，価格指数はすべて日本銀行の 90年基準指数）で実質化したものを用いる。また

資本（K）については資本設備の実質額を次のような方法で定義し
15

た。

Kt＝（1－δt）�Kt−1（PIt）�＋It／（PIt） （11）

ここで It は t 期における設備投資額であり，PIt は投資財価格指数である。具体的に

は，K′t を t 期末における設備の簿価（償却対象有形固定資産），dt を同期の減価償却

額とすると，It＝K′t－K′t−1＋dt である。また，δt は減価償却率であり，δt＝dt／Kt−1で定

義する。

費用関数の説明変数として必要となる要素価格についての具体的なデータは次の通り

である。まず，労働価格 wL は従業員の平均賃金であり，人件費に労務費と福利厚生費

を加えたものを紙・パルプ賃金指数（厚生労働省）で実質化し，従業員数で割った値を

用いる。資本価格 wK は，まず資本設備の購入価格 pK を製本設備の時価／簿価比率

（K ／K′）として求め，これに全国銀行貸出約定年平均金利 ρ と減価償却率 δ を使っ

て，wK＝pK（ρ＋δ）として定義した。原材料価格 wM は，実質原材料（M）を洋紙の生

産量（y1）と板紙の生産量（y2）で割った，製品 1トンあたりの原材料費で定義する。

これら投入要素と要素価格を使って，総費用（C）を定義した。費用関数の変数として

必要な要素価格と総費用の定義をまとめると下記のようになる。

［要素価格］

wL：労働価格（従業員平均賃金）＝（人件費＋労務費＋福利厚生費）／従業員数

wK：資本価格＝資本設備の購入価格×（貸出約定平均金利＋減価償却率）

wM：原材料価格＝実質原材料／（洋紙生産量＋板紙生産量）

［総費用］

C＝wLL＋wKK＋M

────────────
� アが小さく，その後も王子板紙として板紙は別企業として生産され，また日本製紙についても，山陽国
策との合併前の十條製紙では，板紙は十條板紙として別企業で生産されていたからである。

１５ 資本設備および資本価格の作成方法については，岩田［14］147−148ページ参照。
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これらの変数を用いて（9）式のトランスログ型の費用関数を再定義すると，計測に

用いる費用関数は次のような形になる。

lnC＝α 0＋α 1lny1＋α 2lny2＋βKlnwK＋βLlnwL＋βMlnwM＋βTlnT

＋ 1
2 γ11（lny1）2＋ 1

2 γ22（lny2）2＋γ12lny1・lny2

＋θ1Klny1・lnwK＋θ1Llny1・lnwL＋θ1Mlny1・lnwM＋θ1Tlny1・lnT

＋θ2Klny2・lnwK＋θ2Llny2・lnwL＋θ2Mlny2・lnwM＋θ2Tlny2・lnT

＋ 1
2 φKK（lnwK）2＋ 1

2 φLL（lnwL）2＋ 1
2 φMM（lnwM）2

＋φKLlnwK・lnwL＋φKMlnwK・lnwM＋φLMlnwL・lnwM

＋φKTlnwK・lnT＋φLTlnwL・lnT＋φMTlnwM・lnT＋φTTlnT・lnT＋
7�

i＝1
diDi （12）

ここで T は技術進歩の程度を表すタイムトレンドであり，その係数値がマイナスで

あれば，時間を通じて費用節約的な技術進歩が存在したことを裏付ける。また，D は

大王製紙を 0，その他の企業をそれぞれ 1とした企業ダミーを表す。なお，計測では各

企業の平均値をトランスログ関数の基準点（近似点）としており，ダミー以外のすべて

の説明変数について，この平均値からの乖離をとった値を計測データとして用いてい

る。さらに計測方法は，多くの先行研究に習い，費用関数に要素需要関数を加えた連立

方程式体系を，SUR（Seemingly Unrelated Regression）法による推計方法を採用する。

要素需要関数は，（1）式の費用関数にシェパードのレンマを適用し，次のようなコスト

シェア方程式を求める。

SK＝βK＋φKKlnwK＋φKLlnwL＋φKMlnwM＋θ1Klny1＋θ2Klny2

SL＝βL＋φLLlnwL＋φLKlnwL＋φLMlnwM＋θ1Llny1＋θ2Llny2

SM＝βM＋φMMlnwM＋φMKlnwK＋φMLlnwL＋θ1Mlny1＋θ2Mlny2

なお，コストシェアの和は常に 1となるため，ここでは 3つの式のうち原材料のコス

トシェア式 SM を除いて計測を行
16

う。

こうして計測されたサンプル企業 8社全体のデータを使った結果は第 1表の通りであ

る。これを見ると，まず，生産量における限界費用となる係数値 α 1と α 2はともに有

意にプラスであり，要素価格に関する 1次条件となる係数値 βK と βL も，ともにプラ

スで有意であるため，費用関数の理論条件はすべて満たされている。その他，2次項に

────────────
１６ どのコストシェア式を除いても，理論的には同じ推定値を得ることについては，Baten［1］で証明され

ている。
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有意性のない推計値も見られるが，概ね良好な結果を得

ている。技術進歩の程度を示すタイムトレンドの項を見

ると，1次項である βT と 2次項となる βTT ともに有意

にプラスとなっているため，30年近い長期にわたる製

紙業の技術進歩には，費用節約的な効果が見られないこ

とになる。また，ダミー変数をみるとすべて有意であ

り，基準とした大王製紙に比べ大昭和製紙・本州製紙・

山陽国策パルプは総費用の値が相対的に大きく，他の企

業は相対的に小さいという事実を反映している。

ここで規模の経済性について検討しよう。y1の 1次項

の係数値 α 1は 0.613であり，y2の 1次項の係数値 α 2は

0.131であるから，規模の経済性指標 SCALE を計算す

ると 0.743となり，規模の経済性が確認できる。しかし

範囲の経済性については，y1と y2の交差項 γ12の係数値

が 0.417であるため，範囲の経済性指標 SCOPE を計算

すると 0.497とプラスになり，サンプル全体としての範

囲の経済性は見られない。

次に企業ごとに計測したケースを検討しよう。企業ご

との計測では，先の（12）式の費用関数のうち，説明変

数に用いたタイムトレンド T と，ダミー変数 D の項を

除いた形でパラメータの推計を行う。それぞれの企業に

ついて計測を行った結果を，第 2表に示している。

これをみると，生産量における限界費用の係数値 α 1

と α 2は，中越パルプ以外のすべての企業において有意

にプラスの結果が得られている。また，すべての企業に

おいて，要素価格に関する 1次条件はプラスで有意に満

たされている。やはり 2次項には有意性のない推計値も

見られるが，こちらの計測も概ね良好な結果を得ている

と言えよう。

そこでまず規模の経済性について検討すれば，1次条

件を満たさず計算不可能な中越パルプと，計算値が 1を超えてしまう山陽国策パルプを

除けば，ほとんどの企業で規模の経済性を統計的に有意に確認することができる。

次に，範囲の経済性を検討するために生産量の交差項である γ12の値に注目してみよ

う。まず，大王製紙で－0.461と係数値がマイナスで有意に得られている。大王製紙の

第 1表 産業全体の計測結果

産業全体 係数値 P 値

α 0 11.817 ［.000］

α 1 0.613 ［.000］

α 2 0.131 ［.000］

βK 0.141 ［.000］

βL 0.158 ［.000］

βT 0.056 ［.000］

γ 11 0.191 ［.175］

γ 22 －0.402 ［.008］

γ 12 0.417 ［.002］

θ 1K 0.028 ［.007］

θ 1L －0.050 ［.000］

θ 1M 0.440 ［.005］

θ 1T －0.046 ［.245］

θ 2K －0.047 ［.000］

θ 2L 0.018 ［.244］

θ 2M 0.085 ［.503］

θ 2T －0.056 ［.244］

φKK 0.098 ［.000］

φLL －0.058 ［.163］

φKL 0.003 ［.869］

φKM －0.111 ［.000］

φLM 0.023 ［.372］

φKT 0.086 ［.016］

φLT －0.146 ［.009］

φMT －0.087 ［.132］

φTT 0.069 ［.002］

DAISYOWA 0.544 ［.000］

TOKAI －1.342 ［.000］

MITSUBISI －0.129 ［.000］

HOKUETSU －0.662 ［.000］

TYUETSU －0.824 ［.000］

SANKOKU 0.052 ［.000］

HONSYU 0.626 ［.000］

SCALE 0.743 有意

SCOPE 0.497 有意
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第 2表 企業ごとの計測結果

大王製紙 係数値 P 値 東海パルプ 係数値 P 値 北越製紙 係数値 P 値

α 0 11.834 ［.000］ α 0 10.461 ［.000］ α 0 11.144 ［.000］

α 1 0.714 ［.000］ α 1 0.318 ［.000］ α 1 0.595 ［.000］

α 2 0.134 ［.000］ α 2 0.462 ［.000］ α 2 0.226 ［.000］

βK 0.162 ［.000］ βK 0.132 ［.000］ βK 0.155 ［.000］

βL 0.141 ［.000］ βL 0.149 ［.000］ βL 0.113 ［.000］

γ11 －0.037 ［.868］ γ11 －1.466 ［.029］ γ11 0.360 ［.036］

γ22 0.012 ［.952］ γ22 1.162 ［.025］ γ22 0.186 ［.531］

γ12 －0.461 ［.045］ γ12 －0.854 ［.148］ γ12 －0.282 ［.250］

θ1K 0.138 ［.000］ θ1K 0.020 ［.513］ θ1K 0.028 ［.076］

θ1L －0.059 ［.000］ θ1L 0.016 ［.271］ θ1L －0.046 ［.000］

θ1M 0.572 ［.002］ θ1M －1.083 ［.044］ θ1M 0.210 ［.354］

θ2K －0.143 ［.000］ θ2K －0.041 ［.255］ θ2K －0.011 ［.729］

θ2L －0.006 ［.124］ θ2L －0.125 ［.000］ θ2L －0.113 ［.000］

θ2M －0.472 ［.213］ θ2M 0.636 ［.011］ θ2M －0.274 ［.526］

φKK 0.273 ［.000］ φKK 0.016 ［.564］ φKK 0.163 ［.000］

φLL 0.036 ［.098］ φLL －0.083 ［.001］ φLL 0.125 ［.000］

φKL －0.018 ［.016］ φKL 0.068 ［.000］ φKL －0.037 ［.004］

φKM －0.255 ［.000］ φKM －0.135 ［.000］ φKM －0.133 ［.000］

φLM －0.074 ［.000］ φLM －0.066 ［.000］ φLM －0.072 ［.048］

SCALE 0.848 有意 SCALE 0.780 有意 SCALE 0.820 有意

SCOPE －0.366 有意 SCOPE －0.707 有意でない SCOPE －0.148 有意でない

三菱製紙 係数値 P 値 山陽国策 係数値 P 値 大昭和製紙 係数値 P 値

α 0 11.739 ［.000］ α 0 11.860 ［.000］ α 0 12.377 ［.000］

α 1 0.700 ［.000］ α 1 0.610 ［.000］ α 1 0.479 ［.000］

α 2 0.072 ［.199］ α 2 0.434 ［.000］ α 2 0.358 ［.000］

βK 0.138 ［.000］ βK 0.137 ［.000］ βK 0.133 ［.000］

βL 0.191 ［.000］ βL 0.232 ［.000］ βL 0.151 ［.000］

γ11 0.005 ［.993］ γ11 0.863 ［.004］ γ11 －0.616 ［.349］

γ22 0.074 ［.921］ γ22 －25.786 ［.000］ γ22 0.162 ［.912］

γ12 －0.308 ［.640］ γ12 －1.188 ［.720］ γ12 0.421 ［.638］

θ1K 0.085 ［.001］ θ1K －0.090 ［.018］ θ1K －0.065 ［.000］

θ1L －0.190 ［.000］ θ1L －0.265 ［.000］ θ1L －0.040 ［.164］

θ1M 0.913 ［.013］ θ1M －0.025 ［.908］ θ1M 0.431 ［.275］

θ2K 0.006 ［.799］ θ2K －0.035 ［.677］ θ2K 0.110 ［.000］

θ2L 0.073 ［.007］ θ2L －0.147 ［.000］ θ2L －0.059 ［.103］

θ2M －1.659 ［.075］ θ2M －1.499 ［.667］ θ2M 0.040 ［.946］

φKK 0.210 ［.000］ φKK 0.230 ［.000］ φKK 0.094 ［.000］

φLL －0.051 ［.046］ φLL 0.173 ［.000］ φLL 0.041 ［.573］

φKL 0.002 ［.922］ φKL 0.015 ［.145］ φKL 0.049 ［.008］

φKM －0.135 ［.015］ φKM －0.136 ［.001］ φKM －0.113 ［.000］

φLM －0.124 ［.026］ φLM －0.208 ［.000］ φLM －0.062 ［.041］

SCALE 0.772 有意 SCALE 1.044 有意 SCALE 0.838 有意

SCOPE －0.258 有意でない SCOPE －0.924 有意でない SCOPE 0.593 有意でない
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SCALE 指標は 0.848であるため，SCOPE 指標を計算すると－0.366となり，範囲の経

済性を統計的に有意に確認することができる。また，統計的にはやや有意性が足りない

ものの，東海パルプでも範囲の経済性が発揮されている傾向が見られる。その他，北越

製紙・三菱製紙では，係数値は有意ではないがマイナスであり，SCOPE 指標を計算し

ても，その計算値がマイナスの値で得られている。大昭和製紙と本州製紙は交差項の係

数値 γ12がそもそも有意ではないがプラスの値をとってしまうため，SCOPE 指標もプ

ラスとなってしまう。

この結果を工場の立地状況で裏付けると，大王製紙は愛媛県四国中央市（三島工場）

に世界最大級の臨界工場を備え，紙・パルプの一貫生産を行なっている。また東海パル

プも静岡県島田市に 2つの工場が集中している。その他の企業は，洋紙と板紙を生産す

る共通の拠点の他に，洋紙のみを生産する工場が各地に点在してい
17

る。洋紙・板紙の生

産が一つの地域に集中している企業で，より強く範囲の経済性が確認された事実は興味

深い。

こうした規模と範囲の経済性の計測結果は，それぞれの企業の費用効率性が反映され

ていると考えられる。この関係を実証する方法として，財務指標による比較検討も可能
────────────
１７ 企業別の生産拠点と生産量については，日本製紙連合会編の『紙・板紙統計年報』会社別生産順位に詳

細が掲載されている。

本州製紙 係数値 P 値 中越パルプ 係数値 P 値

α 0 12.447 ［.000］ α 0 10.980 ［.000］

α 1 0.131 ［.003］ α 1 0.792 ［.000］

α 2 0.630 ［.000］ α 2 －0.029 ［.432］

βK 0.102 ［.000］ βK 0.158 ［.000］

βL 0.163 ［.000］ βL 0.158 ［.000］

γ11 －1.414 ［.035］ γ11 0.026 ［.923］

γ22 －1.286 ［.061］ γ22 －0.281 ［.405］

γ12 1.336 ［.066］ γ12 0.299 ［.564］

θ1K －0.024 ［.334］ θ1K 0.025 ［.431］

θ1L －0.048 ［.004］ θ1L －0.165 ［.000］

θ1M 0.762 ［.078］ θ1M 0.103 ［.657］

θ2K －0.006 ［.780］ θ2K －0.056 ［.005］

θ2L －0.002 ［.895］ θ2L 0.013 ［.227］

θ2M －0.442 ［.231］ θ2M 0.407 ［.627］

φKK 0.055 ［.037］ φKK 0.122 ［.000］

φLL 0.128 ［.009］ φLL 0.150 ［.000］

φKL 0.020 ［.403］ φKL 0.005 ［.489］

φKM －0.017 ［.418］ φKM －0.140 ［.016］

φLM －0.071 ［.000］ φLM －0.153 ［.000］

SCALE 0.761 有意 SCALE 0.763 有意でない

SCOPE 1.418 有意 SCOPE 0.276 有意でない
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であるが，Coelli and Battese［5］で提示されたような確率的ないし決定論的フロンティ

アモデルを使って産業内の相対的な効率性を比較し，これらの結果を結びつけて考察す

ることが有益である。そこで既に上田［16］で検討した製紙業に関する確率的生産フロ

ンティアによる分析結果に照合すると，本稿でサンプルとしたそれぞれの企業の生産効

率は，製紙業 30社中，範囲の経済性が有意に検証された大王製紙が 1位，有意ではな

かったもののその傾向が見られた東海パルプが 8位，北越製紙は 2位，三菱製紙は 26

位であった。また，範囲の経済性が確認されなかった本州製紙は 18位，山陽国策パル

プは 27位，大昭和製紙は 9位となってい
18

る。このように，例外はあるものの，本稿で

検証した個別企業の範囲の経済性と，確率的フロンティア分析から得られた生産効率は

概ね対応しており，特に大王製紙に関しては，範囲の経済性の発揮が生産効率に強く反

映しているものと推察される。

Ⅵ 結 論

本稿では，近年合併・統合の動きが盛んな日本の製紙業について，製紙業の主たる生

産物である「洋紙」と「板紙」生産における規模の経済性と範囲の経済性の検証を試み

た。製紙業は典型的な装置型産業であることから，規模の経済性が働くことが推察され

ると同時に，主たる製品である洋紙と板紙の生産に，パルプや古紙が共通の原料となる

ため，範囲の経済性が機能するのではないかと考えた。そこで洋紙と板紙をともに生産

する大手企業 8社をサンプルとした計測を行った。

その結果，製紙業全体としては規模の経済性が統計的に有意に確認され，企業ごとの

計測でも，ほとんどの企業で規模の経済性が働いていることが検証された。一方，範囲

の経済性については，産業全体の計測では効果が見られなかったが，企業ごとの計測で

は，大王製紙に範囲の経済性が有意に確認されたほか，東海パルプでも統計的な有意性

は劣るものの，範囲の経済性が生じている可能性を示した結果となった。この 2つの企

業は，洋紙・板紙の生産が一つの地域に集中しており，規模と範囲の経済性が発揮しや

すい条件にあると考えられる。

こうした検証を上田［16］で既に検証した確率論的生産フロンティアモデルの計測結

果に照合すれば，大王製紙は業界で最も効率的な結果が得られており，範囲の経済性の

発揮と生産効率の間に有機的な対応を見出すことができる。しかし，本稿ではサンプル

から排除した業界大手の王子製紙グループと日本製紙グループでは，近年，洋紙部門と

板紙部門をいったん統合した後，それぞれ分社化している。これら 2強をひとつのグル
────────────
１８ 上田［16］では合併の効率性に焦点を当てて計測を行っているため，合併に関わった企業以外の計測結

果の表に明示していないが，ここにあげた効率性順位はその計測の際に得られた結果である。

日本の製紙業における規模と範囲の経済性（上田） （ 507 ）１１５



ープ企業として把握し，原料調達の面から範囲の経済性の検証を試みることも必要であ

る。しかし上位 2強については分社化されたそれぞれの企業で，洋紙・板紙における規

模の経済性の追求が主たる戦略目標となり，それに続く企業では範囲の経済性の発揮が

効率性を高め，市場競争でシェアを維持する重要な戦略的インプリケーションとなる。

今後の研究課題としては，高瀬［32］や北坂［25］で展開された動学的要素需要シス

テムに置き換え，モデルへの適合性を検討するとともに，本稿で展開した静学的な体系

との結果を比較検討することがあげられる。また，新庄・播磨谷［31］などで検討され

ているような，よりフレキシブルな費用関数への一般化も課題のひとつとなるであろ

う。さらに，本稿でも少し触れたが，検証された個別企業の範囲の経済性について，そ

の要因を明らかにするため，確率的または決定論的なフロンティアモデルなどを使った

多角的な費用効率性の検討も必要である。

最後に，製紙業界における近年の合併・統合の動きは，単に生産面の費用削減効果だ

けでなく，流通・販売段階での効率性が重視されていると考えられる。製紙業の流通段

階は，複雑な代理店システムが存在し，これらをデータによって把握するのが困難な点

も多い。しかし，こうした流通・販売面における規模と範囲の経済性を検証すること

が，今後最も重要な課題となるであろう。
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